震災後交通事故相談Ｑ＆Ａ　　　　　　　　　　　２０１１．４．６公表版
◇目次
○自動車保険等
【１】地震や津波による事故と自動車保険
【２】地震や津波による免責の範囲
【３】原子力関係の事故と自動車保険
【４】地震等と労災保険
　　　　　　（※自動車保険ではありませんが、関連情報として。）
【５】地震等と自賠責保険
【１】地震や津波による事故と自動車保険
Ｑ　地震や津波によって事故が起き、ケガをさせたり、ケガをしたり、自動車が壊れたりした場合、自動車保険は支払われますか？
Ａ　自動車保険（任意保険）では、地震及びそれによる津波による損害、並びに、これらに随伴して生じた事故又はこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故は、免責とされていますので保険金は支払われません。具体的な事故が地震や津波「に因る」事故かどうかの判断はＱ２を参照してください。
　　保険会社によっては、搭乗者保険などの定額型傷害保険の一部や、車両保険について、地震や津波による損害も保険金支払いの対象とする特約を付けられることがありますが、契約数はごく少数のようです。
（解説）
　　自動車保険は大まかに、①加害者として賠償責任を負うことによって生ずる損害を担保する保険（対人・対物の賠償責任保険）、②自分自身の生命身体に生じた被害を担保する保険（人身傷害補償保険、搭乗者保険、自損事故保険等）、③自分の車両に生じた損害を担保する保険（車両保険）の３つに分類できますが、いずれについても地震・津波によって生じた損害については保険金を支払わない旨の、いわゆる「地震免責条項」が約款に定められています。
　　また、上記②のうちの搭乗者保険等の定額払傷害保険の一部や③車両保険については、地震・津波による被害や損害をも保険支払の対象とする特約が商品として用意されていることがあり、このような特約を締結していれば、地震・津波「に因る」損害であっても保険金が支払われます。ただし、そのような特約の付帯は厳格な管理の下で制限的にしか行っていないと紹介している文献があり（保険毎日新聞社「新保険法ハンドブック」ｐ１４４）、実際､契約数も多くないようです。
　　網羅して調査した訳ではありませんが、上記特約を定める保険商品としては、以下のようなものがあります（平成２３年４月１日現在）。これらの特約が締結されていれば、地震・津波「に因る」損害だけでなくこれらに由来するいわゆる「随伴損害」（Ｑ２）も付保されていることになっている約款が多いようですから、このような特約を締結した可能性がある場合は、保険会社に問い合わせてみるとよいでしょう。　
　　○東京海上日動の「トータルアシスト」（２０１０．７．１～版）
　　　　・地震・噴火・津波危険「車両損害」補償特約（約款ｐ１３６）
　　○三井住友海上火災「ＧＫくるまの保険家庭用」（改訂２０１０．１０）
　　　　・地震・噴火・津波「搭乗者傷害特約」（約款ｐ８２）
　　　　・地震・噴火・津波「車両損害」特約（約款ｐ９９）
　　○損保ジャパン「ＯＮＥ　ＳＴＥＰ」（平成２２年７月改訂版）
　　　　・地震・噴火・津波搭乗者傷害特約（約款ｐ１２７）
　　　　・地震・噴火・津波車両損害特約（約款ｐ１３０）
　　○あいおいニッセイ同和「タフTOUGHクルマの保険」（平成２２年１０月）
　　　　・地震・噴火・津波危険「車両損害」補償特約（約款ｐ１５６）
　　○日本興亜損保「カーＢＯＸ」（２０１０年１２月改訂）
　　　　・地震・噴火・津波危険「車両損害」補償特約（約款ｐ８４）
〔 対人・対物の免責を定める約款の例〕
第○条
　当会社は、次の各号のいずれかに該当する事由によって生じた損害については、保険金を支払いません。
　・・・・
　(4)地震もしくは噴火またはこれらによる津波
　・・・・
　(6)核燃料物質（使用済み核燃料を含みます。以下この号において、同様とします。）もしくは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
　(7)前号に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
　(8)第３号から前号までの事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基づいて生じた事故
【２】地震・津波による免責の範囲
Ｑ　地震や津波の後に発生した事故については、どこまで免責となるのでしょうか？
Ａ　Ｑ１で回答したとおり、事故が地震・津波に「因る」事故、これらに「随伴して」生じた事故。又はこれらに「伴う秩序の混乱に基づいて」生じた事故かどうかの問題になります。
　　例えば、地震のため自動車の運転操作が不可能になって発生した事故や、停止中の車両が地震によって倒壊した建物の下敷きになった事故、津波に巻き込まれた事故、津波から逃げる途中での衝突事故などは、地震・津波に「因る」、あるいは地震・津波に「随伴した」事故と考えられます。
　　これに対して、例えば、地震後、相当程度時間が経過してからの、運転者の不注意を主な原因とする事故、例えば道路上のがれきを見落としたためにハンドルをとられて発生した事故のような場合には、もはや地震に「因る」事故とも地震に「随伴する」事故とも言い難いと考えられます。ただし、地震・津波に「随伴する」事故か否かの判断は、事故が発生した現場毎に、地震からの経過時間や事故の原因・状況等により、同種の事故でも判断が異なる可能性があります。
　　このように、大震災後の自動車事故には、免責の問題について個別の検討が必要となる微妙なものも多いと考えられます。事故状況や発生日時、その当時の事故現場周辺の秩序の回復状況などについて、確認しておく必要があるでしょう。
（解説）
　　Ｑ１で解説したように、自動車保険は、①地震もしくは噴火またはこれらによる津波「に因って」発生した損害や、②それらの事由に「随伴して」生じた事故または「これらにともなう秩序の混乱に基づいて」生じた事故について、免責（支払わない）としています。
　　このうち②は、「随伴損害」と呼ばれる問題です。地震・津波が起きた場合に大混乱の中で発生する事故とそれによる損害にについて、保険会社がいちいち地震・津波「に因る」事故であること、すなわち相当因果関係があることを１件ごとに立証することが事実上不可能であることから設けられた規定です。したがって、この免責条項は、地震等による損害であると相当因果関係が推定される状況での事故について規定したものであると理解できます。
　　「随伴損害」を免責とする条項の規定の仕方からして、「秩序の混乱」に基づく状態であることの立証責任は保険会社側にあると考えられますが、それが立証されると、地震等と無関係な事故であることを、保険金を請求する側が立証しなければいけないことになるでしょう。
　　今回の震災では、諸外国から日本人の秩序ある行動が賞賛されていると報じられているところでもあります。具体的状況によって結論は異なると思われます。
　　なお、震災後の計画停電により信号機が消えた交差点での事故は、その主な原因が運転者の前方不注視や運転操作の等の過失にあると考えられますから、地震等に「随伴する」事故を理由とする免責の問題にはならないと考えます。
　　なお、対人賠償責任保険については、随伴損害にあたるとして任意保険で免責される場合でも、自賠責保険は支払われる場合が理論上ありえます。この点については、自賠責保険と地震についての（Ｑ５）を参照してください。
【３】原子力関係の事故と自動車保険
Ｑ　原子力発電所の事故により、避難区域内に駐車していた自動車が被爆し、廃車せざるを得なくなりました。車両保険金はもらえますか？
Ａ　免責事由に該当するので、保険金は支払われないと思われます。
（解説）
　　自動車保険（車両保険だけでなく、対人・対物の賠償責任保険、搭乗者傷害保険や人身傷害補償保険、自損事故保険も含みます）は、核燃料物質（使用済み核燃料を含みます。以下この号において、同様とします。）もしくは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故、これ以外の放射線照射または放射能汚染、をいずれも免責事由としていますので、保険金の支払いはされません。
〔 対人・対物の免責を定める約款の例〕
第○条
　当会社は、次の各号のいずれかに該当する事由によって生じた損害については、保険金を支払いません。
　・・・・
　(4)地震もしくは噴火またはこれらによる津波
　・・・・
　(6)核燃料物質（使用済み核燃料を含みます。以下この号において、同様とします。）もしくは核燃料物質によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作用またはこれらの特性に起因する事故
　(7)前号に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
　(8)第３号から前号までの事由に随伴して生じた事故またはこれらにともなう秩序の混乱に基づいて生じた事故
　　このような損害については、「原子力損害の賠償に関する法律」の問題として、事故を起こした電力会社等との補償の話し合いが必要だと思われます。
【４】地震等と労災保険（※自動車保険ではありませんが、関連情報として。）
Ｑ　仕事で外回りしている途中や、通勤の途中に地震や津波にあった場合に、労災保険の請求はできませんか？
Ａ　労災保険の請求ができる場合があります。その場合、治療費、休業損害、逸失利益等が補償されます。
　　「業務災害」「通勤途上の災害」として労災保険の請求が認められるためには業務上の災害であること、すなわち「業務起因性」が必要です。
　　厚生労働省はこの「業務起因性」の有無の判断について、「天変地異による災害においては業務起因性等がないとの予断をもって処理することがないよう特に留意すること」として、平成２３年３月２４日，具体的なＱ＆Ａを作成し都道府県労働局労働基準部補償課長宛に通知を発出しています。
　　詳しくは、厚生労働省の公表するＱ＆Ａを参照してください。
　　　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r9852000001653g.pdf
【５】地震等と自賠責保険
Ｑ　自賠責保険も、地震や津波、核燃料物質による事故は免責とされるのですか？
Ａ　人身損害が問題となる事故では、任意保険の対人賠償責任保険が免責とされた場合であっても、自賠責保険について別の検討が必要です。地震や津波「に因る」事故の場合は、自賠責保険金の支払い要件である自賠法３条の「運行起因性」がないことがほとんどでしょうから、自賠責保険も支払われませんが、事故がこれらに「随伴して」生じた場合やこれらに「伴う秩序の混乱に基づいて」生じたとして免責とされた場合には、自賠責保険金は支払われる場合があります。（随伴損害についてはＱ２参照）。
（解説）
　自賠責保険は、重複契約による免責（自賠法８２条の３）の場合を除き、保険契約者又は被保険者の悪意によって生じた損害のみを免責の対象としています（同１４条）ので、任意保険のように地震や津波（以下「地震等」）の免責に関する条項はありません（※１）。
　　免責については上記のとおりですが，自賠責保険では，以下の検討が必要になります。
　まず、自賠法においては､自賠責保険が支払われる前提として、自動車の保有者に運行供用者責任（同３条）が発生することが必要ですから（同１１条）、地震等に関連する事故の場合は、この運行供用者責任が発生するかどうかが問題となります。
　運行供用者責任は、自動車の「運行により」他人の生命又は身体が害されることが必要です（※２）。生命・身体の侵害が発生しても、自動車の運行によるものではなく自然災害によるものである場合、すなわち、生命・身体の侵害と加害車の運行との間に因果関係（以下「運行起因性」といいます。）がない場合は、運行供用者責任が発生せず、自賠責保険は支払われません。例えば、地震等でハンドルをの自由が全くきかなくなった状態で事故が発生した場合には、運行起因性が否定されることがあるでしょう。
　また、運行起因性が認められる場合であっても、運行供用者が①「自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を怠らなかったこと」、②「被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過失があったこと」、③「自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなかったこと」の３要件をすべて立証できた場合には､運行供用者責任（同３条）は発生しないとされています(同条但書）。例えば、地震に驚いてハンドルを切り損ねた対向車が、自車の直前にセンターラインオーバーしてきたために衝突が避けられなかったような場合は、対向車運転手の人的損害について，自車（衝突された側の車）の運行供用者責任は自賠法３条但書によって免責とされるでしょう。
　このほか、不可抗力や正当防衛による事故も運行供用者責任を免責させると考えられています（木宮ほか「注解自動車損害賠償法・新版」６２頁（２００３・有斐閣））。
　このように，自賠責保険が支払われるか否かは、個々の事故状況を検討することが重要です。
　以上のように、自賠責保険が任意の自動車保険と違うのは、運行起因性を否定される事故や免責３要件を立証される事故でない限り、地震等の後に発生した事故（地震等の事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故（Ｑ２「随伴損害」参照。）にも適用がありうるということです。
  ただし，自賠責保険の請求においても、具体的な事故状況が不明な場合が多いと思われます。証明責任の問題となりますが、事故状況の立証は被害者側に求められますので、その面からの限界があることも理解したうえで、相談者にアドバイスをすることが必要でしょう。
（注）
※１　悪意免責（同１４条）について
　自賠責保険では、被害者保護の観点から，被害者が自賠責保険会社に対して直接請求（自賠法１６条）をする場合には，被保険者等（加害者）がたとえ悪意であっても自賠責保険金を支払われます。従って、被害者から請求をする場合には、悪意免責の適用がないのと同様になります。なお、このような被害者に支払いをした自賠責保険会社は、政府保障事業から支払った額について補償を受ける仕組みとなっています（自賠法１６条，同７２条，同７６条）。
※２　自賠責保険の対象となる事故について
　自賠責保険は、他人の生命・身体が害された場合（人身損害が発生した場合）について問題となります。物損事故は、自賠法及び自賠責保険の問題となりません。
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